
熱中症対策と
クーリングシェルターに関する

小松市の取組

2024.12.25 いしかわカーボンニュートラル市町推進会議

小 松 市



令和5年の猛暑日＝24日
令和5年8月10日 小松市で40.0℃を観測

（40℃以上は観測史上初）

▶ 近年の気象状況

▶ 熱中症対策の必要性

▶ R6.4改正気候変動適応法の施行

熱中症対策

熱中症による搬送件数 令和４年：116件
令和5年：105件

➡市民の生命・安全を守るために対策が必要

・熱中症警戒情報、熱中症特別警戒情報の伝達

・指定暑熱避難施設の指定

・熱中症対策普及団体の指定



▶ 小松市の熱中症対策体制

熱中症対策

公表元 暑さ指数（WBGT）

環境省・
気象庁

熱中症特別警戒アラート（35以上）

熱中症警戒アラート（33～35）

日本気象協会 危険（31～33）

厳重警戒（28～31）

警戒（25～28）

注意（25未満）

▶ 市民への注意喚起

警戒本部長
（市長）

警戒副本部長
（副市長・教育長）

各部局

・各所管業務における連絡
・施設における対策
・各種団体への周知等

健康・危機管理・環境等の
担当部署を中心に
全庁体制で対策を実施。

熱中症警戒アラート、熱中症特別警戒アラート発令時、前日夕方に発信
＜市民に向けて＞
小松市公式LINE、防災アプリ、防災無線、ホームページ等
＜クーリングシェルター関係者、学校、福祉施設等＞
事前に登録したアドレスへメール

RPAを活用し発信を自動化



指定暑熱避難施設（クーリングシェルター）の指定

クーリングシェルターの設置の考え方

▶ 高齢者や諸事情でエアコンを使用できない方の
避難場所として位置づけ
➡できる限り市内全域での設置が必要

▶ 気軽に利用しやすい、分かりやすい場所
➡公共施設に加え、普段の買い物等で利用
する民間施設も含め広い指定が必要

▶ 協力いただける施設を広く募集する

▶ 早い時期（６月中）からの運用開始とする
➡例年6月より熱中症の搬送者数が増加
暑さに慣れていない時期からの早めの対策

SHOP



指定暑熱避難施設（クーリングシェルター）の指定

▶ クーリングシェルター協力施設の募集

➡運用開始までに公共21施設、民間16施設を指定

○民間施設とは指定暑熱避難施設に係る協定書を締結

▶ 民間施設：R5年「いしかわクールシェアスポット」への協力事業者へ個別に依頼

▶ 公共施設：市役所、公民館、観光文化施設、図書館等を指定

①休息できる空間の提供
②休息用の椅子・ソファ（既設を含む）の設置
③空調の適切な管理 通常、空調利用している場所、開館時間、利用可能な人数の範囲で

④問合せ時の飲料購入場所の案内
⑤クーリングシェルター案内表示等の掲示 を条件に公共・民間の協力施設を募集



指定暑熱避難施設（クーリングシェルター）の指定

6月17日（月）～：クーリングシェルター運用開始（計37施設） 期間：～10月23日

広報こまつ、市ホームページ、チラシ等

▲広報こまつ特集

指定施設では案内表示やチラシを設置

▶ 市民への周知

運用開始以降も協力施設を随時募集

公共22施設
民間24施設

計46施設 を指定

最終的に



協働での熱中症対策

▶ 大塚製薬㈱との連携

大塚製薬㈱と協働し、熱中症対策を協議する会議、
専門家を招いての熱中症対策講座を開催

・シェルター管理者、
・高齢者相談センター、
・けんこう推進員
・市職員
等を対象に熱中症予防や
処置について講義

○熱中症予防対策会議・講座

○熱中症対策アンバサダー講座の実施

熱中症対策の正しい知識を持ち、対応できるようにする
ため、「熱中症対策アンバサダー」認定のための講座を実施。
シェルター管理者やけんこう推進員、市職員等が受講。

▶ R4.6 大塚製薬㈱との包括連携協定を締結
・健康づくり、災害時の協力等で連携
➡ 熱中症対策での連携へ



市民への熱中症対策啓発

○市民への熱中症対策周知

・高齢者等の熱中症弱者への声掛け
高齢者総合相談センターや社会福祉協議会、民生委員と
連携して、6月上旬に個別訪問（約5，600名）を実施

○熱中症弱者への熱中症対策の周知

○メディアでの周知

・テレビこまつを利用した熱中症対策放送
（消防本部、危機管理課、いきいき健康課）

・ラジオこまつでの熱中症対策啓発

・広報こまつ
・小松市ホームページ
・小松市公式SNS（フェイスブック・X・LINE）



実施の効果と今後の課題

▶ 市内における熱中症による搬送件数

▶ 次年度以降の検討課題

令和4年：１１６件
令和5年：105件 ➡ 令和6年：81件

▶ 多くのクーリングシェルター指定施設でシェルターとしての利用実績

○市民への周知・浸透
そもそもクーリングシェルターの存在を知らない など
指定施設へのアンケートでも認知度の不足を指摘する意見あり

○熱中症警戒アラート発令時の連絡体制
今年はRPAを活用して各管理者へメールで伝達
メール以外の伝達方法や周知の内容についても検討

○指定施設（特に民間施設）の更なる拡大

！


